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【手続補正書】
【提出日】平成28年11月29日(2016.11.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の電極と、前記第１の電極上に形成された電気機械変換膜と、前記電気機械変換膜
上に形成された第２の電極と、を備え、前記電気機械変換膜及び前記第２の電極の平面形
状が長尺形状である電気機械変換素子であって、
　前記電気機械変換膜及び前記第２の電極の長手方向における同一箇所に、部分的に幅が
細くなっている細幅部が形成されていることを特徴とする電気機械変換素子。
【請求項２】
　請求項１の電気機械変換素子において、
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　前記細幅部は、前記電気機械変換膜の幅又は前記第２の電極の幅よりも短い間隔で長手
方向に複数形成されていることを特徴とする電気機械変換素子。
【請求項３】
　請求項１又は２の電気機械変換素子において、
　前記細幅部は、前記電気機械変換膜及び前記第２の電極の幅方向の中央部に形成されて
いることを特徴とする電気機械変換素子。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれかの電気機械変換素子において、
　前記細幅部における前記電気機械変換膜が形成されていない切欠部の切欠幅は、前記第
２の電極が形成されていない切欠部の切欠幅よりも狭く、該第２の電極の外周縁は、該電
気機械変換膜の外周縁よりも内側に位置することを特徴とする電気機械変換素子。
【請求項５】
　請求項４の電気機械変換素子において、
　前記切欠部は、その切欠幅が中央部にいくほど狭くなったテーパ形状を有することを特
徴とする電気機械変換素子。
【請求項６】
　液滴を吐出するノズルと、該ノズルに連通する液室と、該液室内の液体に圧力を発生さ
せる圧力発生手段と、を備えた液滴吐出ヘッドにおいて、
　前記圧力発生手段は、前記液室の壁の一部を形成する振動板と、該振動板に設けられた
請求項１乃至５のいずれかの電気機械変換素子とを備えることを特徴とする液滴吐出ヘッ
ド。
【請求項７】
　請求項６の液滴吐出ヘッドを備えた液滴吐出装置。
【請求項８】
　記録媒体に向けてインクの液滴を吐出するインク滴吐出手段を備え、該記録媒体上に画
像を形成する画像形成装置において、
　前記インク滴吐出手段として、請求項７の液滴吐出装置を備える画像形成装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０１】
　以上に説明したものは一例であり、本発明は、次の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様Ａ）
　基板１４などのベース部材上に形成された共通電極１６１などの第１の電極と、第１の
電極上に形成された圧電体膜１６２などの電気機械変換膜と、電気機械変換膜上に形成さ
れた個別電極１６３などの第２の電極とを備え、電気機械変換膜及び第２の電極の平面形
状が長尺形状である圧電素子１６などの電気機械変換素子であって、前記電気機械変換膜
及び第２の電極は、部分的に幅が細くなっている圧電体膜細幅部１６２ａ及び個別電極細
幅部１６３ａなどの細幅部が長手方向に複数形成されている。
　これによれば、上記実施形態について説明したように、長手方向に延在する電気機械変
換膜及び第２の電極に形成した細幅部により、電気機械変換膜の長手方向において伸縮し
ようとする変形を分断することができる。この電気機械変換膜の長手方向における伸縮変
形の分断により、電気機械変換膜の長手方向における内部応力を緩和することができる。
従って、電圧印加時における電気機械変換層の内部応力によるクラックの発生を抑制する
ことができる。
　しかも、上記細幅部は、電気機械変換膜及び第２の電極の長手方向における同一箇所に
おいて、第２の電極だけでなく電気機械変換膜にも形成されている。この細幅部では、第
２の電極の幅だけでなく電気機械変換膜の幅も細くなっている。このため、第２の電極の
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幅だけが細くなるように構成した場合に比して、電圧印加による変形が発生しない電気機
械変換膜の露出部分が少なく、電気機械変換素子の全体の変形に大きく寄与する短手方向
（幅方向）における所定の変形が阻害されにくい。従って、電圧印加時における電気機械
変換素子の所定の変形を抑制することなく、電圧印加時に十分な変形量を確保することが
できる。
　以上のように、長尺形状の電気機械変換膜における電圧印加時の十分な変形量を確保し
つつクラックの発生を抑制することができる。特に、本態様Ａでは、電気機械変換素子の
印加電圧に対する変形量を大きくするために電気機械変換膜の膜厚を厚くする場合に効果
的である。
（態様Ｂ）
　上記態様Ａにおいて、前記細幅部は、電気機械変換膜の幅又は第２の電極の幅よりも短
い間隔で長手方向に複数形成されている。
　これによれば、上記実施形態について説明したように、前記細幅部が、電気機械変換膜
の幅又は第２の電極の幅よりも短い間隔で長手方向に複数形成されているので、電気機械
変換膜の長手方向における内部応力をより確実に緩和することができる。
（態様Ｃ）
　上記態様Ａ又はＢにおいて、前記細幅部は、電気機械変換膜及び第２の電極の幅方向の
中央部に形成されている。
　これによれば、上記実施形態について説明したように、電気機械変換膜の幅方向におい
て変形量が極大となる中央部に、電気機械変換膜及び第２の電極が残る。従って、電気機
械変換膜の幅方向における変形量の低下を抑制しつつ、電気機械変換膜の幅方向の中央部
を中心として電気機械変換膜の変形を対称且つ均等にすることができる。
（態様Ｄ）
　上記態様Ａ乃至Ｃのいずれかにおいて、細幅部における電気機械変換膜が形成されてい
ない圧電体膜切欠部１６２ｂなどの切欠部の切欠幅は、第２の電極が形成されていない個
別電極切欠部１６３ｂなどの切欠部の切欠幅よりも狭く、第２の電極の外周縁は、電気機
械変換膜の外周縁よりも内側に位置する。
　これによれば、上記実施形態について説明したように、第２の電極の端部などの外周縁
を電気機械変換膜の端部などの外周縁よりも内側に形成したので、第２の電極の外周縁が
第１の電極から離れる。従って、第１の電極と第２の電極との間のリーク電流を低減する
ことができ、電圧印加による電気機械変換膜の良好な分極処理や電気機械変換素子の良好
な駆動を行うことができる。
（態様Ｅ）
　上記態様Ｄにおいて、前記切欠部は、その切欠幅が中央部にいくほど狭くなったテーパ
形状を有する。
　これによれば、上記実施形態について説明したように、電圧印加時の電気機械変換膜に
おける応力集中が低減できるので、電気機械変換膜におけるクラックの発生をより確実に
抑制することができる。
（態様Ｆ）
　液滴を吐出するノズル１１などの液滴吐出孔と、液滴吐出孔が連通する個別液室１３な
どの液室と、液室内の液体に圧力を発生させる圧力発生手段と、を備えた液滴吐出ヘッド
１０７ｋ、１０７ｃ、１０７ｍ、１０７ｙにおいて、前記圧力発生手段は、液室の壁の一
部を形成する振動板１５と、振動板１５に設けられた上記態様Ａ乃至Ｅのいずれかの電気
機械変換素子と、を備える。
　これによれば、上記実施形態について説明したように、クラックのない分極処理が確実
に行われた電気機械変換素子によって液室１３内の液体を昇圧させることができるので、
安定した液滴吐出特性が得られる。
（態様Ｇ）
　上記態様Ｆの液滴吐出ヘッドを備えた液滴吐出装置である。これによれば、上記実施形
態について説明したように、安定した液滴吐出特性が得られる。
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（態様Ｈ）
　記録媒体に向けてインクの液滴を吐出するインク滴吐出手段を備え、記録媒体上に画像
を形成する画像形成装置において、前記インク滴吐出手段として、上記態様Ｇの液滴吐出
装置を備える。これによれば、上記実施形態について説明したように、画像形成装置の製
造コストの低減を図りつつ、液滴吐出ヘッドの液滴吐出特性のばらつきを低減させ、画像
品質の向上を図ることができる。
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